
資料１－３

年度当初からの補助事業等の計画的な執行を促進するための

目標と具体的な方法（平成２４年度第２四半期実績）

○取組概要

政策評価体系における各施策目標を構成する主要な経費に含まれる補助金等(１９事業)

を対象に、「公募」から「交付決定」までの実施計画について、四半期毎に進捗状況

を監視。

１．第２四半期の計画に対する進捗状況

監視対象である補助金等（１９事業）について、補助金等執行計画調書に基づき進捗

状況を確認したところ、第２四半期の実績は以下のとおりであった。

（詳細は別紙１のとおり）

・計画どおりのもの １６事業

・計画より遅れているもの ３事業

２．第２四半期の計画より遅れているものの状況（３事業）

１）計画より遅れている３事業の詳細は以下のとおりであった。

補助金等名 内容 計画 実績 遅滞状況 遅滞理由

幼稚園就園奨励費 交付決定 9月下旬 - 未定 特例公債法案未成立に伴う執行

補助金 抑制のため

テニュアトラック 交付決定 9月下旬 - 未定 特例公債法案未成立に伴う執行

普及・定着事業 抑制のため

（新規分）

東北マリンサイエ 交付決定 9月上旬 (1件のみ） ( 1件のみ） 採択された8件のうち７件につい

ンス拠点形成事業 9月25日 計画通り ては、各研究機関から交付申請

【復興特会】 （残り7件） （残り7件） が遅延しているため

（第２回分） 随時 －

２）事業進捗への影響
監査対象である１９の補助金等のうち２事業については、特例公債法案未成立に伴う

執行抑制のため、交付決定手続きが計画より遅れているが、既に２事業とも内定を行っ
ており、実質的に事業は進んでいる。また、１事業については、相手方から交付申請が
遅延しているものの、提出があったものから直ちに交付決定を行う予定であり、事業計
画が大幅に変更になることはないため、課題採択時のとおり成果が出せる見込みである。



計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（一部） ○（変更）

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（一部）

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（一部）

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（一部）

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 － － － －

実績 － － － －

計画 ○ ○（変更）

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（変更）

実績 ○

計画 ○ ○（変更）

実績 　　　　　　　　　　（※８）

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（変更）

実績 ○

公募（※1）

内定（※4）

交付決定

公募（※1）

内定

交付決定

公募（※1）

内定

交付決定

公募（※1）

内定

交付決定

公募（※1）

内定

交付決定

補助金等の進捗状況

公立高校の授業料
無償制及び高等学
校等就学支援金

特別支援教育就学
奨励費負担金

一般
会計

復興
特会

第４四半期
（出納整理期間を含む）

補助金等名称 第３四半期第１四半期 第２四半期前年度

学校・家庭・地域連携
協力推進事業費補助
金

特別支援教育就学奨
励費負担金

学校施設環境
改善交付金

計画作成対象
事業経費名

幼稚園就園奨励費補
助金

学校・家庭・地域の
連携協力推進事業

幼稚園就園奨励費
補助

公立高等学校授業料
不徴収交付金

公募（※1）

内容

内定

交付決定

別紙 １（資料１－３）

公立学校施設
整備費負担金

一般
会計

復興
特会

公立学校施設整備
事業

公募（※1）

内定

交付決定

公募（※1）

内定

交付決定



第４四半期
（出納整理期間を含む）

補助金等名称 第３四半期第１四半期 第２四半期前年度
計画作成対象
事業経費名

内容

計画 ○

実績 ○

計画 － － － － －

実績 － － － － －

計画 ○ ○（変更）

実績 ○

計画

実績

計画 ○（継続）（※２）

実績 ○（継続）（※２）

計画 ○（継続）

実績 ○（継続）

計画

実績

計画 ○（継続）（※２） ○（新規）

実績 ○（継続）（※２）

計画 ○（継続） ○（新規）

実績 ○（継続）

計画 ○（新規）

実績 ○（新規）

計画 ○（繰越） ○（新規）

実績 ○（繰越） ○（新規） ○（追加）

計画 ○（繰越） ○（新規）

実績 ○（繰越） ○（新規） ○（追加）

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○ ○（追加）

計画 ○

実績 ○ ○（追加）

計画 ○（新規B）

実績 ○

計画 ○（継続） ○（新規A） ○（新規B）

実績 ○（継続） ○

計画 ○（継続） ○（新規A） ○（新規B）

実績 ○（継続） 　　　　　　　　　　（※８）

計画 ○（新規）

実績 ○（新規）

計画 ○（継続） －

実績 ○（継続） －

計画 ○（継続）

実績 ○（継続・新規）（※３）

計画 ○（新規）

実績 ○（新規）

計画 － － － － －

実績 － － － － －

計画

実績 ○（新規）（※３）

計画

実績

計画 － － － － －

実績 － － － － －

計画 ○（継続） ○（新規）

実績 ○（継続）

○（新規A）（※６）

○（新規A）（※６）

地域産学官連
携科学技術振
興事業補助金

一般
会計

交付決定

公募

国立大学法人
施設整備費補

助金

一般
会計

復興
特会

内定

交付決定

内定

交付決定

公募（※1）

復興
特会

義務教育費国庫負
担金

国立大学法人施設
整備費

地域産学官連携科
学技術振興事業（イ
ノベーションシステム

整備事業）

世界トップレベル研
究拠点プログラム
（WPI）

グローバルCOEプロ
グラム

博士課程教育リー
ディングプログラム

テニュアトラック普
及・定着事業

研究拠点形成費補助
金
（博士課程リーディン
グプログラム）

科学技術人材育成費
補助金

義務教育費国庫負担
金（復興特会含む）

研究拠点形成費補助
金
（グローバルCOEプロ
グラム）

国際研究拠点形成促
進事業費補助金

内定

公募（※1）

内定（※4）

交付決定

公募

内定

内定

交付決定

公募

内定

公募（※1）

交付決定

公募

交付決定

交付決定

公募

内定（※4）

○（新規）（※５）

○（新規）（※５）

公募
○（新規）（※７）

○（新規）（※７）

内定（※4）

交付決定



第４四半期
（出納整理期間を含む）

補助金等名称 第３四半期第１四半期 第２四半期前年度
計画作成対象
事業経費名

内容

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○（一部）

実績 ○ ○（一部）

計画 ○ ○

実績 ○

計画 － － － －

実績 － － － －

計画 ○ ○

実績 ○（※３） ○

計画 ○

実績 ○

計画 － － － －

実績 － － － －

計画 ○

実績 ○

計画 ○（第1回） ○（第2回）

実績 ○（第1回） ○（第2回）

計画 － － － － －

実績 － － － － －

計画 ○（第1回） ○（第2回）

実績 ○（第1回） 　　　　　　　　○（第2回）（※９）

計画 ○（新規）

実績 ○（新規）

計画 ○（継続・新規） ○（継続・新規） ○（継続・新規） ○ ○

実績 ○（継続・新規） ○（継続・新規） ○（継続・新規）

計画 ○（継続・新規） ○（継続・新規） ○ ○

実績 ○（継続・新規） ○（継続・新規）

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○ ○ ○ ○

実績 ○ ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

計画 ○

実績 ○

※８ 特例公債法案未成立に伴う執行抑制のため、交付決定に遅れが生じている。

※９ 採択８件のうち７件について、各機関からの交付申請遅延のため、交付決定に遅れが生じている。

※６ ５月上旬まで公募受付

※４ 内定は行わない事業

※５ ５月３１日まで公募受付、７月～９月まで審査委員会の部会で選定、９月末審査委員会にて採択

※７ ７月まで公募受付、８月～９月まで審査委員会で審査、１０月に採択

※３ 第２四半期に予定していた交付決定を前倒して実施

東北マリンサイエン
ス拠点形成事業

復興
特会

海洋生態系研
究開発拠点機
能形成事業費

補助金

公募

内定
科学研究費助成事
業

芸術による国際交流
活動への支援

民間ユネスコ活動へ
の助成

電源立地地域対策
交付金

放射線監視等交付
金

国宝重要文化財等
保存整備費補助金

文化芸術振興費補助
金
（国際芸術交流支援
事業）

電源立地地域対策交
付金

科学研究費補助金

国宝重要文化財等保
存整備費補助金

政府開発援助ユネス
コ活動費補助金

放射線監視等交付金

公募

内定

公募（※1）

内定

公募（※1）

内定（※4）

※１ 法律、予算等で補助対象事業者が限定されるため、補助事業対象者に対する事業計画書等の提出依頼を「公募」欄に記載

交付決定

交付決定

交付決定

公募（※1）

交付決定

公募（※1）

内定（※4）

※２ 継続事業であり相手方が特定されるため、事業に要する経費についてのみ内定を行う

交付決定

交付決定

公募

内定

交付決定

内定（※4）
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